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序　章
本稿は、20餉年に顕在化したフィリピンにおける財政危機を論ずるもので
ある1。
2α減年5月のフィリピン大統領選挙で勝利したフィリピンのグロリア・マ
カバガル・アロヨ大統領は、同年7月26日の一般教書演説（theStateofthe
NationAddress）において「国家財政、債務の悪化は我々の最も緊急な課題
である」とした。翌8月23日には「国家は財政危機の最中にある」と言明し、
「我々の勇気、臨機応変、国民国家の一人として団結を行使し、危機に真正
面から立ち向かわなければならない」と呼びかけた㌔
行政府の長として、引き続き同25日のフィリピン議会において「改革ある
責任と発展にむけた責務」と題した財政教書3を読み上げ、2005年予算案を
議会に提出した。かくて事態は急転し、財政危機問題が急浮上したのである。
振り返ってみるとフィリピン経済は、1980年代初頭以降、たびたび危機に
直面してきた。マルコス強権政権の末期、1980年のデイユーイ事件に端を発
する第1次金融危機4、1983年のアキノ元上院議貞暗殺が誘発した政治と経
済の複合危機5、アキノ政権下で1991年湾岸戦争と同時進行した湾岸危機6、
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1997年アジア通貨危機が波及した第2次金融危機7、そして今回のアロヨ政
権下の財政危権である。
それでは、上記の一連の危機と今回の危機はどのように異なるのか、ある
いは同じであるのか、この検証が本稿の執筆に際しての問題意識である。本
稿では、財政危機を公的債務管理との関連において把握することとする。両
者はこれまでもつねにフィリピン財政・金融問題の根幹にあったからである。
まず、第1章では今回財政危機に対する識者の認識、見解を紹介し、財政
危機の背景にある債務残高急増の要因をみる。第2章では財政危機の構造を
明らかにするが、中央政府財政赤字を歳入、歳出などの面から説明する。第
3章は財政赤字がもたらした債務負担を軽減するため公的債務管理の側面に
焦点をあてる。すなわち公的債務管理に不可欠である財政の持続性確保を、
実例をあげて明らかにする。最後に、第4章において財政危機に関する政府
の対応を記述する。
第1章　危機の認識
第1節　債務不履行への懸念
財政危機宣言に先立ち、フィリピン大学経済学部教員11人（UP－11）は
「深化する危機一財政赤字と公的債務の実質的評価」と題する声明Bを発表
した。対外債務依存の進展は予期せざる国際金利上昇で債務返済不能に陥る。
すなわち、信用供与機関は「比政府は近い将来債務不履行に陥る」との判断
をする瀬戸際にいるし、一方、投資家は様子見状態にあるとした。これがア
ジア通貨危機以来7年間続いている投資低迷の原因あるとの厳しい現状認識
を示した。そして、対外依存度の進展は、予期せざる国際金利の上昇により、
債務返済不能に陥るとした。UP－11声明によると、マルコス政権末期の1983、
84年複合危機においては外国借款削減が急速なペソ安、資本逃避、輸入価格
急騰をもたらし、これが深刻な経済不況、大量失業をもたらしたとする㌔
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しかしながらこのような危機認識に対しては、政権・閣内において異なっ
た認識があったのは特異な現象であった。大統領の財政危機宣言に対し、主
要経済閣僚のアマトン財政長官、プリシマ貿易産業長官、ボンコデイン予算
管理長官は、「現在の経済状況は財政危機を宣言する必要はない」とし10、大
統領に異を唱えたのである。このことが翌2005年7月の同3閣僚を含む主要
閣僚など10人の辞任劇にまで発展したのである㌔
「危機的状況にない」との主張の論拠には、現在のフィリピン経済にみら
れる外貨ポジションの好転がある。外貨準備高は、20（池年中には165億ドル
（輸入の4．9カ月分）に達し、これは過去鼓高水準にある12。また対外債務返
済比率（財・サービス輸出額の元本利息返済額比率）は17．5％13と危険ライ
ンの20％以下である。さらに対外債務残高のうち短期債務（期間1年以下）
比率は10．7％である14。
UP－11声明においてもかかる認識に対し部分的に同意し、上述のとおり現
在160億ドルを超える外貨準備高があり、3年間ほどは危機を回避できるか
もしれないとしている15。しかし、石油価格高騰、国際金利上昇など外性
ショックを否定できない状況にある。したがって政府の諸計画は実現が難し
く、現実と諸計画との承離は拡大するとしている。かくして、フィリピン経
済とそれをめぐる環境は危機的状況と位置付けられたのである。
第2節　債務残高の内訳
確かにフィリピン経済の現況をみると、債務残高の急増は著しい。中央政
府債務残高は1998年にGDP比で56．1％であったものが、2∝通年には同77．5
％、金額にして3兆7！強0億ペソにまでなっていた。また、中央政府債務に政
府企業などの債務を加えた公共部門債務残高では111％から137％に増大して
いる。両者ともに、1999年以降に急増していることがわかる（図1）。
中央政府債務残高増加の要因をみると、1997年から2003年までに債務残高
は2兆ペソ増加したが、この内訳で最大なのは中央政府財政赤字で42．6％に
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（図1）
フィリピンの中央政府債務残高および公的債務残高（GDP比）
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（出所）DepartmentofFinance（2005）．YeaTendBhomicBnebB．FTscatAccountP．4．
なる。これに引受債務・政府企業貸付、為替変動、政府外予算などが続く
（表1）。なかでも、引受債務・政蹄企業貸付、政府企業債務の2項目で
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（表1）
フィリピンの債務残高増加の要因分析（1997－2003年）
項　 目
金　 額　　 構 成 比
（10億 ペ ソ）　 （％ ）
中央 政 府 予 算 財 政 赤 字 855．69　　　 42．6
為 替 変 動 377．洪　　　 18．8
政府 外 予 算 赤 字 320．55　　 16．0
引受 債 務 、政 府 企 業 貸 付 428．10　　　 21．3
現 金 の増 加 27．54　　　 1．4
計 2，∝吼 45　 1（敗 0
（出所）DeDios，etal．（2004）77］eDeepenLZ1gChistbeRealScoreoL7
De飯tsandthePubEcDebt．UPSEDiscussionPaperO4－09．
UniversityofthePhillppines，SchoolofEconomics．p．4．
37．3％にも達している。
第2章　財政危機の構造
第1節　中央政府財政収支の赤字転落
前章でみたように、1999年から2（氾3年までの債務残高増大の要因のうち最
大は中央政府財政赤字であった。
フィリピンの財政状況をみると、際立った特徴がある。すなわち1994年か
ら1997年までの4年間は中央政府財政収支が黒字であった。そればかりか中
央政府財政収支に政府企業、政府金融機関、地方政府などの収支を加えた総
合公共部門収支（ConsolidatedPublicSectorDe丘cit：CPSD）をみると1996
年には黒字転換していた事実がある（図2）。これはCPSD制度を導入した
1983年以来初めてであった。
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（図2）
フィリピンの中央政府財政収支および総合公共部門収支（GDP比）
舌　　中央政府財政収支
一一一一一一ロ－結合公共部門収支
（出所）Sdceda（2伽4）・D血即d即が娩em血血e月∝da壷JA尺の血叩亡0月scd
ぬ血血血癒血．P，14．
1994年から4年間連続して中央政府財政収支が黒字を記録したのは、税外
収入として民営化収益が大きく貢献したからである。アキノ政権期に政策枠
組みが整った民営化がラモス政権期に進捗し、政府企業売却、政府金融機関
債権売却、およびマルコス一族の不正隠匿資産売却に実効があった16。民営
化の進捗は、1990年代後半の好調なアメリカ経済の追い風を受けた地元経済
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（図3）
フィリピンの中央政府歳出および基礎的財政支出（GDP比）
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が積極的に投資を主導したからである。
ところが中央政府財政収支はアジア通貨危機の翌1998年からは再び赤字に
転落し、2002年にはGDP比でマイナス5．2％に、2003年にはマイナス4．6％
に拡大した。CPSDでみても2003年にマイナス5．6％と最大の赤字幅になっ
た（図2）。
現在の財政危機は内容的にみて、1983、糾年当時とは異なっている。歳出
をGDP比でみる、1997年以降2∝I3年に至るも19％台を推移している（図3）。
しかしながら、歳出から債務返済利子を差引いた基礎的財政支出（Primary
Expenditure）をGDP比でみると、1999年の16．2％から2003年の12．9％まで
急落している（図3）。歳出との差額は支払利子であり、債務返済利子の増大
傾向がはっきりとわかる。
議会の報告書では、現在の財政赤字の要因は政府の失政にあるとしている。
エストラダ政権期に、アジア通貨危機の影響で1998年から2（X氾年までの3年
間に歳入増が520億ペソ増と伸び悩んでいたにもかかわらず、同期間に政府
が1250億ペソの歳出増をなしたことに起因するとしだ7。通貨危機に直面し
ても歳出削減を断行できなかったポピュリズム政権の失政であったとしてい
るが、これは野党に転落した旧エストラダ支持派に対する批判とも読める。
第2節　税収が漸減
近年の中央政府赤字拡大をみると、その原因のひとつは歳入の減少にあっ
た。歳入は19第年代に大きく変動している。歳入額のGDP比は1994年から
97年までは19％台を好調に推移した。これが、2000、2（氾1年には15％台に低
下し、さらに2002、2α迫年には14％台にまで低落したのである（図4）。
次ぎに歳入のうち、税収をみると同様に変動した。1994年から97年まで
GDP比は16～17％であった。これはラモス政権による包括的税制改革が奏
効したからである1㌔　ところが98年以降は漸減し、2∝烏年には12．5％にまで
低下している（図4）。
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（図4）
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（表3）
フィリピンの歳入内訳（1997－2（拇3年）（GDP比）
（単位：％）
歳 入 項 目 1997 巨 998 日 9 9 l 2（叫 2∝ 可 2∝ ，2 l 2（氾 3
歳 入 お よ び グ ラ ン ト 19．4　 17．4　 16．1 15．3　 15．5　 14．3　 14．6
税　 収 17．0　 15．6　 14．5　 13．7　 13．5　 12．5　 12．5
内 国 歳 入 局 （BIR ） 13．0　 12．7　 11．5　 10．8　 10．7　 10．0　　 9．9
所 得 税 6．8　　 6．9　　 6．2　　 6．1　 6．2　　 5．7　　 5．7
法 人 所 得 税 3．4　　 2．8　　 2．6　　 2．6　　 2．7　　 2．5　　 2．6
個 人 所 得 税 2．5　　 2．5　　 2．4　　 2．4　　 2．2　　 2．2　　 2．1
そ の 他 0．9　 1，6　 1．1　 1．1　 1．2　 1．0　　 0．9
物 品 税 2．6　　 2．4　　 2．1　 1．8　 1．6　 1．4　 1．3
ア ル コ ー ル 0．6　　 0．5　　 0．4　　 0．4　　 0．3　　 0．3　　 0．3
タ バ コ 0．6　　 0．6　　 0．6　　 0．5　　 0．5　　 0．5　　 0．5
燃　 料 1．2　 1．2　 1．0　　 0．8　　 0．7　　 0．6　　 0．5
自 動 車 0．2　　 0．1　 0．1　 0．1　 0．1　 0．0　　 0．0
そ の 他 0．0　　 0．0　　 0．1　 0．1　 0．3　　 0．7　　 0．7
付 加 価 値 観 （V A T ） 1．9　 1．8　 1．9　 1．6　 1．6　 1．7　 1．9
そ の 他 内 国 税 1．7　 1．6　 1．4　 1．3　 1．3　 1．1　 1．0
関 税 局 3．9　　 2．9　　 2．9　　 2．8　　 2．6　　 2．4　　 2．5
輸 入 税 2．6　 1．8　 1．4　 1．4　 1．1　 0．9　 1．0
輸 入 付 加 価 値 観 （V A T ） 1．3　 1．0　 1．2　 1．3　 1．3　 1．2　 1．2
物 品 税 0．1　 0．1　 0．1　 0．1　 0．2　　 0．2　　 0．3
そ の 他 0．0　　 0，0　　 0．2　　 0．1　 0．1　 0．0　　 0．0
そ の 他 省 庁 0．1　 0．1　 0．1　 0．1　 0．1　 0．1　 0．1
税 外 歳 入 お よ び グ ラ ン ト 2．5　 1．7　 1．6　 1．6　　 2．0　 1，8　　 2．1
歳 出 お よ び 純 貸 付 19．4　 19．2　 19．8　 19．3　 19．6　 19．6　 19．2
中 央 政 府 財 政 赤 字 0．1 － 1．9　 － 3．8　 － 4．0　 － 4．0　 － 5．3　 － 4．6
（出所）Kelvin（2∞軌血creaSmgjつub〟cSecとOr尺evelUe血血コ用萌抑血es的U呼a〃d
EmciencyConsideTa血．IMFWorkingPaper，WP／05／22，p．4．
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東南アジア諸国の20的年時点における歳入のGDP比はマレーシア18．3％
（税収は14．3％）、タイ16．5％（同14．3％）、インドネシア15．9％（同14．5％）
である19。これと比較しフィリピンは15．3％（同13．7％）と歳入、税収の低
さは歴然としている（図4）。
税収の低さの原因に関するフィリピン開発問題研究所のマナサン研究員の
分析によると、2（氾1年時の内国歳入庁分は、46．5％が税制自体に、46．2％が
脱税に原因ありとした（表2）。前者には所得税引下げ、物品税の物価連動方
式（hdexation）導入の遅れにあったとする。税制体系の不合理に関する認
識は後述のプレッチャー論文においても同様に示されている却。
税収減のうち、目立つのは物品税で1997年から2（氾3年までにGDP比で1．3
ポイント減となったが、このうちアルコール税、タバコ税、石油製品税の3
項目で1．1ポイント減に達した（表3）。この項巨＝ま、過去には従価税（ad
valoremtax）であったため過少評価による脱税が横行したことで1996年アル
コール、タバコ物品税法改正（共和国法第81朗号）（通称「罪業税」）におい
て従量税（speci五ctax）に変更された。このことがマイナス効果をもたらし
てしまい、アルコール税、タバコ税の実質税率は44％も下がったのである21。
また、石油製品税に関して実質税率は56％下がった22。
所得税の税収減も顕著で、とりわけ法人所得税は0．8ポイント減となった
（表3）。これは直接投資誘致を目的とした企業に対する税優遇措置のため
である。
今ひとつの税収が目立つ項月は輸入税で同期間にGt）P比で1．6ポイント
減となった（表3）。これは経済の自由貿易地域構想の進捗など経済のグ
ローバル化対応の結果である。問題は輸入税の減少分を他の税収増加によっ
て埋め合わせできなかったことであろう。
第3節　財政硬直化が顕著
一方、歳出面をみると基本課題は2点をあげることができる。第1は、
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フィリピンの歳出構造における硬直化である。2005年予算では歳出のうち人
件費、地方交付金、支払利息の3項目で歳出の75，6％にも達する。最大なも
のは支払利息の32．6％である㌔つまり1997年に16．5％であったものが、
2005年には構成比で倍増した。今後も利子負担は増大の勢いである。ここで
特筆できることは、マルコス政権末期の経済混乱期であった1981年から1985
年までの歳出に占める支払利息の構成比は5％から18％の範囲内であったこ
とである㌔　これは、今日のフィリピン財政にとって支払利息がいかに重い
負担となっているかを如実に示している。
同様にして、歳入における債務返済額（元本および支払利子）の比率をみ
ると、1987年の67．6％をピークに下降し、1998年に26．6％と最低になった。
1998年に以降には反転して増加傾向をたどり2∝旭年には85．1％、2005年には
弘．0％になると推計されている。すなわち歳入のほぼ全額がそのまま債務の
元利返済に充当されるに等しい25。
第2は、基礎的財政支出（primaryexpenditure）の漸減による社会開発予
算支出の削減である。1999年から2仰4年までに教育予算はGDP比で0．70ポ
イント、保健予算は同0．21ポイント減少している。このインパクトは直接に
（表4）
フィリピンの社会開発予算推移（1999－2∝姓年）（GDP比）
（単位：％）
1999 2船 0 2001 2（泊 2 2003 2α 池
基 礎 的 財 政 支 出 16．25　 15．04　 14．76　 14．95　 13．96　 12．86
教　 育 3．39　　 3．23　　 3．05　　 3．03　　 2．99　　 2．69
保　 健 0．44　　 0．38　　 0．31　　 0．33　　 0．25　　 0．23
イ ン フ ラ 支 出 1．85　　 1．94　　 1．77　　 1．51　 1．41　 1．06
（出所）DeDios，etal．（2005）771eEkonomyoE］aCu岬：777e丹叩OSedl〃lT
AmendmentsandtheirLargerSigni五cance．UPSEDiscusSion
PaperO5，05，UniversityofthePhilippines．SchoolofEconomics．p2．
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社会的に最下層の国民に及ぶことになる。加えて、同期間にインフラ予算は
同0．79ポイント減少している。これでは経済インフラ整備の遅れそのものを
意味する。中長期的にこの影響は深刻なものとなるのは明からである。（表
4）。
第4節　政府企業関連債務
本節では、前章第2節で示した債務残高急増の要因の中で、37％に達する
政府企業債務、引受債務・政府企業純貸付についてみる。これが今回浮上し
た財政危機問題の最大の基本課題と言える。フィリピン財務当局は、この債
務を別途定義付けし、区分している。前者を中央政府外予算（Non－
BudgetaryAccounnt）と、後者を予算外予算（OfトBudget）と呼称してい
る。
（1）中央政府外予算
政府外予算とは正式には、信託債務、未発行または購入証券、減債基金、
およびその他の中央政府予算に含まれない項目である㌔一般原則からみれ
ば、政府企業とされる法人は独立採算制である。国家電力公社（National
PowerCorporation：NPC）、公務員保険システム（GovernmentService
InsuranceSystem：GSIS）、社会保障システム（SocialSecuritySystem：SSS）
など政府企業（GovernmenトOwnedorContr011edCorporations：GOCC）は
独自に資金を借入調達、事業サービスを提供し、徴収した料金で債務を完済
する制度である。したがって返済利息は中央政府歳出予算に計上されない。
ところが、現実的にはこれら政府企業が経営難に陥った際に中央政府はこ
れら政府企業の債務を引受けてきた。これが中央政府外予算として区分され
たのである。これら引受債務は必ずしも新しいことでなく現在も存続する。
実際には、マルコス政権期から引継いだ巨額の債務は現存している。これは
表向きには内部留保により処理されるとしたが、現実には失敗した事業の儀
一156－
務、破綻した自立的法人に対する政府による救済債務となる。旧中央銀行の
不良債権処理27、政府金融機関であるフィリピン開発銀行およびフィリピン
国立商業銀行の不良債権を受け皿である資産民営化トラストに移管し売却凍、
NPCの不良債権処理四などがそれである。後1着ではバターン原子力発電所
関連の債務処理がある。これらの多くは、前節で説明のとおり政府企業債務
に分類され、1997年から2（氾3年までの債務残高増加分の16．0％に達している。
マルコス政権からの負の遺産処理であった。
佗）予算外予算
予算外予算の定義は、中央政府歳出計画に含まれない全ての予算項目であ
る。したがって債務返済は予算外予算と解されている測。実際には、この予
算項目は政貯事業を委託された政府企業の救済に使われるようになり、2∝睦
年に至り意味をもつに至った。すなわち、1977年大統領令（Presidential
Decree：PD）第1177号を拡大解釈して準用したのである。同PD第16条に
よると、政府が保証する政府企業およびその子会社の債務を含む偶発債務は、
予算見積に含まれるとの規定されている。この偶発債務を予算外予算3jと定
義して、一般歳出予算法案（GeneralAppropriationAct：GAA）に算入する
こととしたのである。したがって政府企業の債務が中央政府債務に吸収され
たのである。
予算外予算となったのは、引受債務・政府企業純貸付（AssumedLiabilitleS
andNetLendingtoCorporations：ALNLC）である。政府企業債掛こ比較し
て、ALNLCは基本的には暫定的な分類でなる。すなわち偶発債務であるか
ら、政府財務当局が将来的に政府企業が引起した債務をどこまで引受けるか
は本来は未定である。近年の中央政府による新規の大型引受債務には、
NPCとフィリピン不動産庁（PhilippineEstatesAuthority：PEA）の債務が
ある。前者の事例に関しては、NPCが海外で資金調達をして事業損失のカ
バーを試みたが、発行債券に引受手がなかった。このためフィリピン政府が
代わりに債券を購入し、これを担保に政府が海外借入をし、その資金を
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NPCに再貸付をした経緯がある。かくして、1企業の債務が政府の負債と
なり、議会に提出される歳出予算法案に含まれることとなった。その結果政
府は、1999年から2003年の間にNPCによる445億ペソの債務を引受けたので
ある㌔同様にして今後、債務の政府への移管が想定されるのは、公務貞保
険システム、社会保険システムなどの債務とされている。前述のとおり、
ALNLCは政府債務残高増加分の21．3％にまでなっている。
ALNLCは基本的に偶発債務から生じたものである。これが今後どの程度
の規模にまで拡大するかは、事態の進捗状況次第なのである。NPCの事例
では、NPCが民間発電事業者と電力購入契約を提携しているため、NPCと
の契約にあるチーク・オア・ペイ条項（安定供給を条件に使用の有無に関係
なく一定契約料量の代金を支払う契約条項）により、NPCの電力販売の有無
にかかわらず、政府は発電事業者に定額の支払義務が生ずる。他の事例でも
政府自身が自らに債務の負担を増大させている。政治的理由をもって、政府
は電力料金の引下げをしたり、マニラ首都圏の軽便鉄道（LightRailway
Transit：LRT）利用運賃を債務返済に必要な水準以下にした。要するに、か
かる価格設定が是正されない限り、その差額は歳出予算に政府の債務負担と
して存続し続ける。
第3章　公的債務管理
第1節　債務負担の上限
2003年末現在の中央政府債務残高は3兆3350億ペソ、2α減年末には3兆
7540億ペソとされている㌔それでは、一体どの程度まで中央政府の債務負
担があり得るのか、あるいはどの程度まで税収と税外収入で返済すべきなの
であろうか。この場合のカギは2点あろう。第1に、政府企業の事業実績が
好転し、資金難を克服できるのか。第2に、政府が政府企業を救済し、その
債務を引き受けると決定できるのか、である。確かに、政府財政における歳
－158－
出削減の不徹底、税収増加の努力不足を指摘できるが、同等に重要なのが、
政府企業改革の遅れと、それを無視してきた歴代政権の無策に対する反省で
ある。なぜならば、この点が債務残高と国民大衆の税負担の急増をもたらし
たからである。
こうした指摘は、議会も共有するところである。すなわち下院経済委員会
においても政府企業債務、政府引受債務の増加はまさに改革の遅れがこの部
分に現出したとする㌔サルセダ議員おによると、公的部門財政に関する二重
性が指摘されるとしている。すなわち、中央政府の予算は一般歳出予算法案
として議会に提案され審議される。2005年度に関しては2船0億ペソが中央政
府財政赤字となる。これに対し、政府企業は独自に企業資金計画（Corporate
Plan）を策定し、国家経済開発庁一投資調整委員会（NatlOnalEconomicand
Development Authority－hvestments Coordlnating Committee：NEDA－
（図5）
フィリピンの公共部門予算における二重性
（政策の形成過程）
（出所）Saiceda（2∝軌瓜menso月0鰻e月版pp血e釣scalCnsIsニA尺融血apね
F伝cal月eムab茸は血カ，p．53．
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ICC）が審査、認可する。2005年度に関しては1（X氾億ペソが予算外予算（0茸－
Budget）赤字として推計されている（図5）。
また、政府企業の資金計画には財政上の最大な柔軟性が法律的に付与され
ている㌔例えば、1994年BOT法（共和国法第7718号）が制定され、民間活
力利用型のインフラ建設が奨励され、積極的な外国借入に道開いた。しかし、
プロジェクト実施に際しては政府保証が要求されてきた経緯がある。また、
1996年ODA法（同第8182号）においては、旧法にあった借入上限1（泊億ドル
が事実上は外されてしまったのである。
第2節　財政の持続性確保
ところで実際の中央政府財政状況をみると、フィリピンでは1990年代半に
おいては基礎的財政収支は黒字となっていた時期がある。ピークの1994年に
は基礎的財政収支（プライマリー・バランス＝支払利子を除いた財政収支）
はGDP比5．6％の黒字であった。これが1995年以降は漸減し、1999年にはマ
イナス0．1％まで落ち込み、2003年には1．7％の黒字にとどまっているのであ
る（図6）。これが債務残高を急増させた。
かかる事態に歯止めをかけるためにも、財政の健全性はいかにして達成さ
れるのかをみる必要がある。これは、一般的に、財政の持続性（丘scd
sustamability）として表される。そして財政の持続性は、債務残高の対GDP
比率を安定化させる政策能力という見地から定義される㌔すなわち財政の
持続性は、現状よりも債務残高を増大させない水準に基礎的財政収支を維持
する財政管理である。具体的には「追加的な借入を必要としない基礎的財政
収支の達成」であり、この水準を持続的基礎的財政収支と定義する。繰り返
すと「持続的基礎的財政収支は、債務残高のGDP比を増加させない基礎的
財政黒字水準の維持」を意味する。
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（図6）
フィリピンの基礎的財政収支（GDP比）
1993　1994　1995　1996　1997　1998　1999　2（：椒）　2（拇1　2∝I2　2（沿3
（出所）図3，4から作成。
第3節　基礎的財政収支と予算外予算
債務残高をこれ以上増加させないという持続的基礎的財政収支の概念を取
り入れることは、公的債務の適正規模の検討を意味する。かかる認識は前出
のフィリピン大学経済学部教則こも共有されており、持続的財政を維持する
ための基礎的財政黒字水準が示されている。具体的には、次ぎの推計式を示
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している。
D（i一g）＋A＝S　　　　　　　　　　　　　　　（1）式
D：現行債務残高（GDP比）　S：基礎的財政黒字（GDP比）
i：名目利子率　　g：名目成長率　A：予算外予算（GDP比）
i＝O型十（1－だ）（旦＋e）　　　　　　　　佗）式
〃：債務残高のうち国内債務残高比　iD：国内債務利子率
墾：対外債務利子率　e：ペソ切下げ率
g＝r＋　け
r：実質GDP成長率　　　打：インフレ率
方　＝e＋1
8）式
（4）式
（1）式から体）式までの意味するところは、高い名目国内利子率、低い名目
GDP成長率であれば必要基礎的財政黒字は増大する。同様にして、高い名
目外国利子率、外国為替の大幅切下げ、低い国内インフレ率であれば、必要
基礎的財政黒字は増大する。
（1）式にベンチマークとして2003年数値を代入する。
D＝0．78（債務残高のGDP比78％）
A＝0．03（予算外予算のGDP比3％）
i＝0．105　　g＝0．092
この場合、型＝11％、些＝6％、e＝4％、ぽ＝0．5　とする。
よって
0．78（0．105－0．092）＝S－0．03
0．010＋0．03＝0．040＝S
債務残高をこれ以上増やさないためには、予算外予算がG工）P比3％の場
合、必要基礎的財政黒字はGDPの4．0％となる。
同様にして予算外予算をGDP比1．5％に半減した場合には．実質GDP成
長率4．2％、インフレ率5．0％、ペソ切下げ率4．0％とすると
S＝0．78（i一g）＋0．105＝0．010＋0．015＝0．025
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すなわち、GDP比で1．0％を教育、インフラ建設予算に振り替えができる。
そして、基礎的財政黒字は4．0％の水準を維持できる。すなわち、予算外予算
（偶発債務）を縮小することが教育の質向上、社会資本の整備という社会経
済開発に不可欠な予算枠確保につながるとの指摘である。こうした点は、サ
ルセダ議員による下院報告書においても同様に認識されている㌔
第4章　政府の対応
第1節　税制改革8項目
それでは、政府は財政危機にいかなる対応をしようとしているのであろう
か。まず、財政当局は、短期的には2005年税制改革8項目を掲げ、これで
823億ペソの増税額となるとした（表5）。①付加価値税（VAT）を10％から
（表5）
アロヨ政権の掲げる税制改革8項目（2005年）
項　 目 税収増 （億ペ ソ）
①付加価値税 を10％か ら14％ に2段 階引上げ 199
③通信企業へ の課税 （3％） 50
③純所 得税 か ら総所得税への変更 168
⑥税 制優遇措 置の見直 し 50
⑤ アル コール、 タバ コ税 の物価連動方式への変更 70
⑥ 修正 ・追加申告制度の見直 し
⑦行政機関の業績評価 と賞罰 システムの導入
⑧石油製品の物品税の一律 引上げ （2％） 297
合　 計 834
（出所）DepartmentofBudgetandManagement（2005）Bu（なetof
丘野郎druresandhurceso Fb anc血g釣scalyear2の5mbJeの・
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14％に2段階引上げ、②通信企業へ課税（3％）、③純所得税から稔所得税
に変更、④優遇税制措置の見直し、⑤アルコール・タバコ税の価格連動方式
導入、⑥修正・追加申告制度見直し、⑦行政機関の業績評価・賞罰システム
導入、⑧石油製品物品税の一律引上げ、である。
以上はいずれも歳入増大をはかるものである。このうち、主要なものにつ
いて検討を加える。物品税の値上げと価格連動方式制度の導入、VAT税率
引上げと対象範囲拡大、電気料金値上げ、優遇税制の廃止が論議されてきた。
‾般的に課税には効率性かつ公平性が求められる刃。間接税は徴税が容易
であり効率性は高い40。公平性ではどうであろうか。対象財に対する需要の
価格弾力性が無限に非弾力的であり、間接税負担（burdenofindirecttax）
は消費者に転嫁される。したがって税の累進性は、家計の総支出のうち当該
財にどの程度支出するかにより決まる。家計の総支出増大にともない当該財
支出が増大するのであれば、当該財への課税は累進的であり公平性が維持さ
れる。逆に当該財支出が減少すれば、課税は逆進的で不公平となる。今回の
税制改革8項にそってこれらを検討すると、フレッチャー論文にみるとおり、
物品税、付加価値税に関しては、累進性の増加の方向にあるといえる。一般
的には、この2項酎ま逆進的とされるなかにあって、これはフィリピンの現
況を踏まえた施策であると考えられる。
（1）物品税
物品税では、第2章第2節で述べたように、これまではアルコール、タバ
コ、石油製品に関しては、価格変動方式ではなかった。アロヨ政権は2㈱4年
12月にタバコ、アルコール税法（共和国法第93別号）を成立させ、2年ごと
に税率を6～8％引上げるとした。価格変動方式への移行は2011年と先送り
となったが、この結果、GDP比で年間0．2％の税収増が期待される。また、
石油製品税に関しては石油製品の税率20％を引上げると、GI）P比で0．10～
0・15％税収増になる。ガソリン税率を20％引上げても小売価格は4．0％の値
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（表6）
フィリピンの家計支出構成比（20個年）
（単佗こ％）
項　 目
家 計 支 出 百 分 比
0 － 1 l 1 － 10 l l0 － 25 l25 － 叫 帥 － 75 l 75 － 釦 l 抑 － 99　 99 1－
盆　 科 朗 ．8　 朗 ．4　 62 ．6　 58．3　　 51，0　　 43 ．4　　 33．7　 19 8
う ち 政 府 標 準 米 2．6　　 2．4　 1．9　 1．0　　 0．4　　　 0 ，2　　 0 ．0　　 0．0
ア ル コ ー ル 1．2　 1．2　 1．2　 1，1　　 0．8　　 0 ，7　　 0 ．4　　　 0，2
タ バ コ 1．5　 1．7　 1．9　 1．9　　 1．5　　 1．0　　 0 ．5　　 0．2
光 熱 水 耕 7 ．9　　 7． 1　 6 ．7　　 6．8　　 7．0　　 6 ，6　　 5 ．5　　 4．5
う ち 液 体 石 油 ガ ス 0 ．2　　 0．3　　 0．6　 1．2　　 1．7　　 1．4　　　 0 ．9　　 0．3
石 油 製 品 （灯 油 ） 1．5　 1．2　　 0．9　　 0．6　　 0．3　　　 0．1　　 0 ．0　　 0．0
電 気 1．1　 1． 1　 1．4　　 2．3　　 3．4　　　 3．9　　 3 ．7　　 3 ．6
週 給 ・ 通 信 1．8　　 2 ．3　　 2．6　　 3．5　　 4．8　　 6．9　　 9 ．4　 11．9
う ち 陸 上 交 通 運 栗 1．6　　 2 ．0　　 2．2　　 2 ．9　　 3．6　　 3．8　　 3 ．1　　 0 ．9
航 空 運 賃 0 ．0　　 0 ．0　　 0．0　　 0 ．0　　 0．0　　 0．1　　 0．3　　 0 ．4
海 上 運 賃 0 ．1　 0 ．2　　 0．2　　 0 ．1　　 0．1　　 0．1　　 0．1　　 0 ．0
輸 送 用 ／ ガ ソ リ ン ・ ジ ー ゼ ル 0 ．0　　 0 ．0　　 0． 1　 0 ．1　　 0 ．3　　 0．7　　 0．7　　 3 ．6
家　 事 2．4　　 2 ．1　 1．8　 1．6　　 1．5　　 1 9　　 2．8　　 5．0
介　 護 1．9　　 2 ．9　　 3 ，3　　 3 ．8　　 4 ．1　　 3 ．9　　 3 ．5　　 2．4
衣　 類 1．5　　 2 ．0　　 2 ．4　　 2 ．7　　 2 ．8　　 2 ．9　　 2 ．9　　 1．9
教　 育 0．2　　 0 ．8　 1．2　　 2 ．2　　 3 ．2　　 4 ．4　　 6 ．7　　 5．0
娯　 楽 0．0　　 0 ．1　 0 ．1　 0 ．2　　 0 ．3　　 0 ．5　　 0 ，7　　 0．7
医 療 載 1．0　　 0 ．9　 1．1　 1．2　　 1．7　　 1．9　　 2 ．7　　 1．8
家　 具 0，1　 0 ．2　　 0．5　 1．0　　 1．8　　 2 ．5　　 3 ．3　　 7 ．5
税　 金 0，2　　 0．2　　 0．2　　 0．3　　 0 ．9　　 2 ．0　　 3 ．7　　 5 ．2
う ち 所 得 税 0．0　　 0．0　　 0，0　　 0．1　　 0 ，7　　 1．7　　 3 ，2　　 4 ．7
家　 賃 9．9　　 乱 2　　 8．4　　 9．8　 12，3　 13 ．8　 15 ．5　　 26 ．6
修 繕 費 0 ．4　　 0．5　　 0．6　　 0．7　　 0，8　　 0 ．8　　 1，O　　　 L 3
特 別 出 資 0 ，9　 1．2　 1．5　 1．9　　 2．4　　 2．8　　 2 ．8　　 1．9
紺 答 品 代 0 ．3　　 0．4　　 0 ，5　　 0．6　　 0．8　　 1．0　　 1 2　　 1．2
そ の 他 4 ．2　　 3．9　　 3 ，3　　 2．3　　 2．2　　　 3． 1　　 3 ．6　　 2 ．9
合　 計 1（泊 ．0 1（泊 ．0 1∝ 1．0 1（カ ．0　 1（船 ．0　 1（沿 ．0　 1（泊 ．0　 1∝ l，0
縁 支 出 に 占 め る 割 合 （％ ） 佃 0 1　 1．9　　 5 ．2　 13．2　　 22． 1　 22．3　　 2 5．0　 10 ．1
年 平 均 支 出 顧 （1（畑 ペ ソ ） 12　　　 25　　 4 1　　 62　　 10 1　 175　　 3 2息　 1．198
年 平 均 支 出 軌 分 布 範 囲 （1∝ 沿 ペ ソ ） く 15 15－32　 32－48　 4 8－79　 79 －138 138一芸 泊　 230‾602　　 ン 602
V A T 課 税 対 象 消 費 支 出 額 （％ ） 12j 岨 2　 4 5．9　 48 ．4　　 53 ．0　　 58 ．4　　 6 1．9　　 63．8　　 75．8
縁 V A T 徴 収 に 占 め る 割 合 （％ ） く31 0．1　 1．4　　 4 ．1 11．5　　 2 1．2　　 22 ．7　　 26 ．3　 12，6
（注）（1）SlニEIJE
（2）klこVATi／El
（3）（Si・kj）J（∑灼・kj）
（肋舶Kel、1n（2∝汚）．血・re甜融地肌如肌肋肌机摘〟咄脚瓶助叫欄“脱前山加血血血p・8
（臥爽）NaUonalStatlSticalO鮪ce．a伽凡mレhcUェneand且rpen血urだSSurvcy
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上げに過ぎない41。
それでは、今回税制改革を2∝沿年の家計支出構成からみる（表6）。物品税
のアルコール、タバコ消費の総支出に占める割合は、貧困層は富裕層より高
い。しかしながらアルコール、タバコの捻支出額そのものは、上位10％の富
裕層が下位10％の貧困よりも多い。また富裕層は高価格区分の当該製品を購
入する、この2項目の税率引上げは累進性を促す。石油製品は製品の形態に
よって増税の影響は異なる。灯油は明らかに貧困層による支出割合が高く、
この増税は逆進的である。一方、ガソリン、ディーゼル油などは直接に、あ
るいは公共交通機関運賃値上げを通じて間接的に負担となり、富裕層による
支出割合は貧困層によるよりも高い。したがってガソリン、ディーゼル油の
増税はより累進的となる。石油製品はかならずLも家計のみではなく経済界
でも消費されており、石油製品増税をコストに転嫁できるのか、あるいは製
品・サービスが曹移財なのか基本財であるのかによって、公平性の度合いは
異なる。
（2）付加価億税
付加価値説（VAT）はこれまでも論議の多い項目であった。VATは課税
対象の範囲が広く、また歳入に占める割合が大きいことから効率的な税制と
されている。VAT税率の1．0％引上げは、GDP比で0．2～0．3％の歳入増を
もたらすと推定されている42。
フィリピンにおけるVATの特徴は次の3点がある。第1に、現行VAT
税率の10％は近隣諸国に比較して決して高いものではない。インドネシア、
タイ、ベトナムも10％で、ラテンアメリカでは15％が平均である43。第2に、
VAT免除が存在することである。外貨で支払われた法律顧問料、石炭・天
然ガス・石油製品、測㈱トンを超える船舶輸入、外貨支払サービス、輸出業
者に提供した財貨・サービスなどのVAT税率はゼロである。石油製品に対
するVAT免税の廃止だけでGDP比で0．2％の歳入増加ありとしている㌔
第3に、これが最も重要な点であるが、フィリピンの現行VAT税制は、穏
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やかに累進的であるとの点である。2∝沿年時点で、上位10％の階層が全支出
の35．1％を占めており、所得分配の不平等がある。VAT課税対象消費比率
は、上位第2位9％の階層は63．8％、最上位1％の階層は75．8％である。枯
論的には、上位10％の階層が総VAT徴収額の38．9％を負担し、下位10％の
階層が繚VAT徴収額の1．5％を負担する（表6）。この意味では、VATは
所得税よりも累進的とみえる。所得税が原理的には累進課税であるが、実行
ではそのとおりには徴収されない。富裕層の脱税は横行し、貧困層、中間層
は源泉課税されるからである。
付加価値税の改正は新付加価値税法（共和国法第9337号）が1995年11月に
成立しており、同年11月に課税範囲が拡大され電気科金、石油製品にも課せ
られることになった。後述のとおり2（拇6年2月に現行10％が12％引き上げさ
れた。
（3）電気料金借上げ
国家電力公社（NPC）の繰越損失は2∝鳩年現在でGDP比で1．5％に達して
いた。電気科金は原則的には原価コストによって決定されるものである。と
ころが、前述のとおり、NPCの巨額な債務は過去における独立発電事業者
（IndependenntPowerProducer：lPP）との不当に高価な契約に起因するも
のであるとし、これは埋没費用（sunkcost）であり、長期生産コストを反映
するものではなかった。
電力料金の値上げは20餉年9月に暫定的に認可され、この結果、歳入増は
GDP比で0．7％と推計した。公平性に関しては、電気に対する支出の総支出
に占める割合は、富裕層が貧困層の3倍に達している（表6）。かくして電
気料金値上げは累進的であるといえよう。
極）優遇税制の整理廃止
優遇税制の整理、廃止の領域は、その効果の判断はかなりの政策的判断が
もとめられる。税制優遇措置の範囲が極めて広範囲にわたっており、その効
果に関する評価は認可する省庁によりことなるからである。これまでも貿易
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（表7）
フィリピン中期開発計画（20似－2010年）の財政目棟（GDP比）
（単位：％）
区　 分 2∝ 姥　 2（沿 5　 2（X 妬　 2（氾 7　 2α ）8　 2∝ ）9　 2010
歳 収 14 ．6　 16 ，2　 16 ．6　 16 ．7　 17．5　 17．8　 18 ．0
税 収 12 ．8　 14 ．6　 15．2　 15．5　 16．4　 16．9　 17．2
内 国 歳 入 庁 10．2　 11．7　 12 ．3　 12 ．6　 13 ．3　 13 ．6　 13．9
関 税 庁 2．4　　 2 ．8　　 2 ．8　　 2 ．8　　 3 ．0　　 3 ．1　 3．1
そ の 他 省 庁 0．2　　 0 ．2　　 0 ．1　 0 ．1　 0 ．1　 0 ．1　 0．1
税 外 収 入 1．7　 1．6　 1．4　 1．2　 1．0　　 0 ．9　　 0．8
歳 出 18．8　 19．8　 19 ．5　 18 ．7　 18 ．6　 18 ，0　 18．0
経 常 支 出 16．2　 15．9　 15．5　 14 ．8　 14 ．6　 13 ．7　 13．2
人 件 費 6．2　　 5．6　　 5．5　　 5 ．2　　 5．0　　 4 ．6　　 4 ．4
維 持 運 営 費 1．8　 1．8　 1．9　 1．9　　 2．0　　 2 ．0　　 2．0
補 助 金 0，1　 0．4　　 0．1　 0．1　 0．1　 0 ．0　　 0 ．0
内 国 歳 入 割 当 2．5　　 2．4　　 2．3　　 2．3　　 2．7　　 2 ．8　　 2 ．8
支 払 利 子 5．7　　 5．9　　 5．8　　 5．4　　 4．8　　 4 ．3　　 3 ．9
資 本 支 出 2 ．4　　 3．2　　 3．1　 3．1　 3．1　 3，5　　 4 ．2
純 貸 付 0 ．2　　 0．1　 0．2　　 0．2　　 0，2　　 0．1　 0 ．1
国 営 電 力 会 社 （N P C ） 負 債 0 ．0　　 0．6　　 0．6　　 0．6　　 0．5　　 0．6　　 0 ．6
中 央 政 府 財 政 収 支 － 4 ．2　 － 3 ．6　 － 2．9　 － 2．0　 － 1．1　 － 0．2　　 0 ．0
稔 合 公 的 部 門 収 支 6．7　 － 6．0　 － 5．3　 － 4 ．6　 － 3．9　 － 3．0　 － 1．0
中 央 政 府 債 務 残 高
（N P C 債 務 の 政 府 移 管 な し ） 79．4　 77．3　 73 ．2　 68 ．0　 61．8　 56 ．9　 5 1．2
中 央 政 府 債 務 残 高 Cl，
（N P C 債 務 2∝ 0 億 を 政 府 移 管 ） 79．4　 8 1．2　 76 ．7　 71．2　 64 ．8　 59．5　 53 ．5
中 央 政 府 債 務 残 高 （2）
（N P C 債 務 5㈱ 億 を 政 府 移 管 ） 79．4　 87．1　 82 ．0　 76 ．0　 69．0　 63 ．4　 57．0
公 的 部 門 債 務 残 高 136　 123　 116　 108　 101　　 94　　 90
（注）（1）2∝嶋年に政府に移管すみ。（2）保守主義の原則により政府移管を計画。
（出所）NationalEconomcandDeveloprnentAuthorlty．Medum－Tem71％Hbpzne
Deve毎m畑倒れ2∝国一2010．p．95．
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産業省は企業進出を誘致のため各種優遇措置の付与存続を掲げるが、財務省
は優遇措置の廃止による税収増を主張してきた。マナサン論文の試算45によ
ると優遇税制廃止により、GDP比で1．1へ1．9％の歳入増加があるとしてい
る。
第2節　中期開発計画の目棟
長期的には、第二期アロヨ政権発足を期に策定された「中期開発計画
（20鵬－2010年）」（以下、中期開発計画）において、中央政府財政収支は最
終年には赤字ゼロに、総合公共部門赤字はGDP比で1．0％にまで引下げると
した（表7）。
中長期的には、再度の確認になるが、政府企業のうち国家電力公社（NPC）
の債務処理が最大の焦点である。NPCの累積債務は8010億ペソに達してい
る。このうち、1991年電力産業改革法（ElectricPowerhdustryReform
Act：EPIRA）（共和国法第9136号）によりすでに2㈱億ペソが政府移管され
ており、2010年最終年に債務残高はGDP比で2．3％増加し盟．5％になる。
さらに20掴年大統領一般教書によりNPC累積のうちさらに50個億ペソが保
守主義の原則により債務全額を政府移管が言明された。これが実施されると、
中央政府債務残高は最終年にはさらに3．5％増加し57．0％に達する。また、
総合公共部門債務残高は同90．0％になる。
中期開発計画における中央政府財政収支をみると、歳入を最終年にGDP
比で18％にし、うち税収を17．2％にまで引上げるとしている。一方、歳出で
は支払利子をGDP比3．9％とするが、人件費は4．4％と増大している。
第3節　偶発債務増加の可能性
以上のような政府の対応には大きな落とし穴がある。その他政府企業損失
は中央政府一般会計に参入され、年間10∞億ペソと見積もられている。
国家電力公社は、累積債務返済利子、電力購入コスト（PowerPurchase
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CostAdjustment：PPCA）46で年間1000億ペソの提出を計上している。うち
5∞億ペソが事業損失、5（泊億ペソが資本コストである。50∞億ペソの政府移
管により支払利子負担が納税者に転換される。2005年のNPC分の中央政府
予算負担は朗0億ペソとされている47。当然のこととして、NPCも自助努力
をし。前述の2仙4年大統領一般教書では電力料金を1．85ペソ／kwh引上げる
とした。この部分は570億ペソの収入増となる㌔
このような政府企業にかかわる偶発債務の表面化と、政府の引受債務は今
後も増加する可能性が高い。独立発電事業（IPP）49やニノイ・アキノ国際空
港第3ターミナル（NAIA3）といった公益事業の民間委託プロクトの30件
以上が政府による救済が高い案件とされている㌔
終　章
本稿執筆時に、政府は2006年1月23日に2005年の中央政府財政赤字は1465
億ペソとなり、目標値の1800億ペソよりお5億ペソ少なくしたと発表した。
これで財政赤字が3年連続で目標額を下回ったことになる。前出の新VAT
法では財政赤字がGDP比で1．5％を超えた場合、もしくはVATの徴収額が
GDPの2．8％を上回った場合には、大統領権限をもってVAT税率を現行の
10％から12％に引上げることができる。2005年の財政赤字はGDP比で2．7
％、VAT徴収額は同2．9％であった。今回のVAT税率の12％への引上げで、
財務長官は2（沿6年の財政赤字目標額を1250億ペソとした51。
財政赤字が目標値を下回ったことで、テベス財務長官はさらにVATを12
％から14％への2％引上げで360億ペソの財源が生み出されると指摘してい
る。
序章で述べたように、本稿では2㊥4年フィリピン財政危機の原因とその対
応を公的債務管理の面から考察した。結論的には、今回の財政危機にみられ
る中央政府財政赤字の急増は財政政策の失政にあった。これまでの経済危機
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が金融政策の不備に起因するのに照らしてこの点は明らかである。そして財
政赤字では歳入面では、とりわけ税収不足があった。歳出面では歳出構造の
硬直化があった。これが巨額な累積債務につながり、この利子負担がさらに
財政硬直化をもたらすという悪循環に陥ったのである。この連鎖の打破は、
債務残高をこれ以上増やさないとの、持続的基礎的財政収支（黒字）が政策
目標となったのである。すなわち、公的債務管理を基礎的財政収支が分析手
法として登場してきた。この過程で最大の問題は、政府企業（あるいは政府
事業）の引受債務（あるいはその原因となる偶発債務）であることが明らか
になった。
財政の持続性の前提として、2003年のマクロ数値をベンチマークとした基
礎的財政黒字がGDP比4．0％と試算された。2005年の数値は未発表である
が、これは達成できなかったとみられる。しかし、基本課題が政府企業改革
にあることがあらためて明らかになった。これが、20（旭年財政危機の特色で
ある。
今回の危機へ当初の反応は、これまで政府、民間が直面してきた危機の構
造とはことなり、直面する危機と言うよりも今後の対応に対する懸念材料・の
表面化という面が強かった。主要経済閣僚が「財政危機宣言」に異を唱えた
のはこの点にあったとみられる。政府企業改革という概念は彼らには欠落し
ていたのである。
以上のように現状を把握したうえで、中長期的な展望にたって事態をみる
と決して楽観できる状況とはいえない。次の4点をあげることができる。第
1に、歳入面での課題が大きい。税収の増収には抜本的な税制改革が不可欠
である。政府は、2005年歳入のGDP比18％の達成を掲げてきたが、税制度
の改定の枠組みはできた。これを実現するための徴税機構（tax
administration）の統治力（governance）付与が次なる課題である。
第2に、歳出面では、歳出の硬直化の解消は難題である。改定の可能な領
域は内国歳入割当（InternalRevenueAllotment：IRA）の見直しである。
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1991年地方政府法では歳入の40％にすると規定したが、一方では地方政府財
政のIRA依存体質からの脱却は不可欠である。農村開発、農村工業の促進
など総合的な施策がもとめられよう。
第3に、政府企業の改革こそが残されて領域である。政府企業の偶発債務
の発生と政府による引受債務の増大という悪循環の遮断なくしては財政改革
は画餅に終わる。政府企業民営化、政府金融機関の不良債権処分という、民
営化の枠組みはアキノ政権下で構築されてきた。政府企業における企業統治
の欠如が偶発債務の発生の原因である。元来、東南アジア諸国のなかにあっ
て高い経営技能を有するとされるフィリピンにとって、これは意外な側面で
もある。民営化、政府介入の排除の徹底によってこそこれらの課題は克服で
きよう。
第4に、最初に提起したこれまでの一連の危権と決定的に異なるのは、世
界銀行、IMFといった国際援助機関の支援のないまま事態に対処するとの
点である。まさに、フィリピンの自立的回復軌道への復帰力が試されるわけ
である。
フィリピンは、これまでも直面した金融危機、政治と経済の複合危機、湾
岸戦争危機、通貨危機など様々な危機に対処してきた。1990年代のラモス政
権期には、アキノ後継政権としての改革主導型の成長を達成した経験もある。
してみると、ここで求められるは、大統領の強い指導力による、国民各層、
経済界に対する信頼確保であろう。
（国際関係学部教授）
【注記】
一　本論文は2∝）5年8月に実施したフィリピンにおける現地調査を中心として
取りまとめたものである。現地調査に際しては、以下の諸氏から貴重なご
意見を賜った。あらためてここに謝意を表する次第である。
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